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国際財務報告基準(International Financial Reporting Standards：IFRS、以下、「IFRS」という) 
の税金関連の規定は、国際会計基準委員会（International Accounting Standards Committee：
IASC）により作成された、国際会計基準（International Accounting Standards：IAS、以下、「IAS」



















































































る Q&A Q1）。 
 
 



















































を下記例証 1 により、回収可能性の判断要件の具体的適用手続きを考察する。 
 例証 1 
 当期の会計期間を×1 年 1 月 1 日から×1 年 12 月 31 日とする A 社に発生した将来減算一
時差異合計額と将来加算一時差異合計額は、下記図表 1 に示す通りである。×1 年 12 月 31
日に計上すべき繰延税金資産額を見積もるために、×1 年 12 月 31 日に存在する一時差異が
解消される将来の年度および解消金額を上記、Ⅴ章の具体的適用手続きに従って見積もりを
行う。図表 1 は、×2 年 3 月 31 日における一時差異の将来の年度における解消見込額を解消
年度別に示したものである。  
 
 図表 1 スケジューリング表                    （単位：千円） 
手順 
番号 
内  容 ×1 年末 
解消見込額 
×2 年末 ×3 年末 ・・・ ×12 年末 
① 将来減算一時差異合計  1,300   350   700 ・・・   250 
② 将来加算一時差異合計  1,200   550   340  ・・・   310 
 差 額 （100）   200  (360)  ・・・   60 
 
図表 1 のスケジューリング表によると、×1 年度末における将来減算一時差異合計 1,300
千円と将来加算一時差異合計 1,200 千円は、それぞれ×12 年末には全て解消される見込みで
ある。×2 年末に解消見込みの将来減算一時差異 350 千円は、×2 年末に解消見込みの将来
加算一時差異 550 千円と相殺される。したがって、×2 年末に解消見込みの将来減算一時差
異 350 千円に対する繰延税金資産は回収可能となる。×3 年末に解消見込みの将来減算一時
差異 700 千円は、×3 年末に解消見込みの将来加算一時差異 340 千円と相殺される。しかし、
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見込みの将来加算一時差異 550 千円のうち、同年に解消する見込みの将来減算一時差異 350
千円と相殺されない残額 200 千円（550 千円－350 千円）と相殺される。したがって、当該
360 千円のうち 200 千円に対しては、繰延税金資産は回収されることになる。さらに、×3
年に相殺できなかった将来減算一時差異の未解消額 160 千円（360 千円－200 千円）は、×3
年を基準として税務上の欠損金の繰越可能限度額 9 年間（×4 年から×12 年）に解消される
見込みの将来加算一時差異 310 千円のうち、同期間に解消見込みの将来減算一時差異 250 千










繰越欠損金は、税制改正により控除限度額が、大法人に対して、平成 25 年 3 月期以降から
繰越控除前の所得金額の 80%に制限され、繰越控除限度額の縮小により大法人にとって不利
な改正が行われた。また、平成 21 年 3 月期以降に生じた繰越欠損金の繰越期間が 7 年から 9
年に延長された。しかし、課税期間の見積り期間は 9 年とはならず、将来年度の課税所得の





 例証 2 
 B 社（会計期間 4 月 1 日から 3 月 31 日）における当期末の繰越欠損金残高は、すべて 2
年前に生じた繰越欠損金 2,000 千円である。繰越欠損金の繰越期間は 9 年、控除限度額は繰
越控除前の課税所得の 80%、B 社の会社区分は上記Ⅱ章④のただし書きの会社に該当（課税
所得の見積期間 5 年間）であり、今後 5 年間の課税所得は、下記図表 2 に示すとおりである。
以下、当期に計上すべき繰延税金資産額の回収可能性を検討する。  
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1 年後 2 年後 3 年後 4 年後 5 年後 6 年後 7 年後 
課税所得の金額    300  380  350  320  430  300 350 
控除限度額 
(課税所得の 80%） 
 240 304 280 256 344 240 280 
繰越欠損金残高 2,000 1,760 1,456 1,176  920  576  336 56 
 
上記、図表 2 において、繰越欠損金 2,000 千円は 2 年前に発生したものであり、繰越欠損
金の繰越期間は 9 年間であるため、当期前 1 年間と当期以後 8 年間が繰越期間となり、翌期
以降 7 年後が繰越欠損金の期限となる。しかし、繰延税金資産の回収可能性の判断要件にお
ける将来の見積可能期間は 5 年間に発生する課税所得に限定している。対象となる期間は、
翌期以後 5 年間となり上記図表 2 の 5 年後までが見積可能期間となる。したがって、控除可
能限度額は、各年度の課税所得の 80%（240 千円＋304 千円＋280 千円＋256 千円＋344 千円
＝1,424 千円）となり、繰延税金資産の回収可能性があると見なされて、当期末繰越欠損金
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